
電話番号

②成果参考指標の目標（実績）と施策の現状、及びその評価

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位 年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位

目標値 55.0 60.0 65.0 65.0 65.0 目標値 2420.0 2760.0 3100.0 3440.0 3780.0

取組目標値 80.0 80.0 80.0 取組目標値

実績値 56.0 82.0 実績値 1954.0 2310.0

達成率 101.9 136.7 ％ 達成率 80.8 83.7 － － ％

目標値 22.0 24.0 26.0 28.0 30.0 目標値 6686.0 6756.0 6831.0 6911.0 7000.0

取組目標値 取組目標値

実績値 23.3 23.6 実績値 6686.0 6827.0

達成率 106.0 98.4 － － ％ 達成率 100.0 101.1 － － ％

③評価時点での施策目的に対する現状

④総合的な評価

⑤課題の認識

⑥今後の取組みの方向性

主要園芸品目の契約的取
引率

％
和牛子牛年間生産頭数

頭

評価時点での総合的
な評価

Ａ:順調に進んでいる
Ｂ:概ね順調に進んでいる（見
直す点がある）
Ｃ:あまり順調に進んでいない

【農畜産業の振興】米については、契約的取引率が８１％となり目標を大きく上回った。また、評価の高い「つや姫」の作付
推進に取り組んだ結果、作付面積は増えたものの、まだ需要量に対し生産量が足りていない。園芸については、多くの産地で
リースハウス・団地等の利用拡大による経営拡大や新規就農者の定着が進みつつある。畜産については、和牛子牛生産頭数、
生乳生産量ともに増えている。【林業・木材産業の振興】木材生産量は近年増加傾向が続いている。【水産業の振興】沖合底
引き網漁船のリシップによりコストの削減と高鮮度化が図られ、魚価向上につながった。【６次産業の推進】６次産業化支援
についての市町村からの相談が増えてきた。【基盤整備】施策目的達成のために必要な基盤整備（ほ場、用排水施設、農林
道、漁港）を計画的に実施した。【共通】「美味しまね認証」の導入支援を行った結果、新たに２７品目を認証した。

B

判断

①施策の目的等

施策の名称

（１）平成３１年度
末の施策目的の達成
状況（予測）
Ａ:達成できる
Ｂ:概ね達成できる
Ｃ:達成は困難

判断 その理由（④の「判断」と異なる「判断」の場合のみ記載）

B

（２）施策の目的達
成に向けての課題

【農畜産業の振興】米については、「販売を起点としたものづくり」を進めているが、実需者のニーズに対応した取組が十分とは言えず、今後他産地と
の競争に勝ち抜くためにも、安定した契約的取引に向けた複数年契約や、担い手組織等が生産する「こだわり米」のレベルアップが必要となっている。
園芸については、生産の中心となる経営体を産地全体で位置づけ、その経営体に一定の施設等を集約すること、新品種の導入による有利販売や新技術の
早期普及と定着が必要となっている。畜産については、産地間競争に勝ち抜ける高能力和牛種雄牛の継続的確保と、和牛子牛・生乳の生産基盤を維持・
強化することが必要である。【林業・木材産業の振興】木材価格が低廉な価格帯で推移する中、原木生産の更なる増加を図るためには、所有者への経営
意欲の喚起や生産事業者の生産コスト削減、作業の効率化などの仕組みづくりが必要である。また、原木取引を拡大するため木材産業分野の体制整備が
必要である。【水産業の振興】魚離れによる水産物の消費低迷など厳しい経営環境が続く中、収益性の向上のための構造改革が必要となっている。また
宍道湖のシジミ資源の変動要因について、宍道湖の生態系と物理環境及びシジミ資源との関係モデルを構築し、シミュレーションによる検証が必要であ
る。【６次産業の推進】６次産業化に取り組む人材の育成、専門的知識を持ったアドバイザーによる支援が必要である。【共通】ＧＡＰ及び美味しまね
認証の取り組みをさらに普及させていく必要がある。

課題解決に向けての
今後の取組みの方向
性

【農畜産業の振興】米については、平成３０年からの米政策見直し以降の産地間競争に勝ち残るため、島根米全体のレベルアップとこれによる他産地と
の差別化を図り、契約的取引の充実・強化に取り組み、堅調な需要が見込める業務用等を中心に有利販売につなげていく。園芸については、中心となる
経営体を強化するため法人化を推進するとともに、園地や遊休施設の集約をすすめる。また、オリジナル品種等の新品種の強みを活かして産地側が値決
めできるような有利販売を目指していく。畜産については、生産者組織とブランド強化の取組を進めるとともに、優秀な次世代和牛種雄牛の造成、乳
牛・肉用牛の優良後継牛の確保等により生産基盤を強化する。【林業・木材産業の振興】高性能林業機械や作業道などの生産基盤整備、伐採時に利用し
た機械を使用して無駄のない植林作業を行う「一貫作業」などによる低コスト化を進めていく。また、良質な原木の取引を拡大するため、原木の需要先
である木材産業分野において、製品の高付加価値化や県外販路の開拓を進める。【水産業の振興】県内漁船の高船齢化が進んでいることから、高性能漁
船の導入を促進し、コスト削減による収益性の向上を図り、構造改革を進める。宍道湖のシジミについては、シジミ資源の変動要因を解明し、シジミを
含めた水産資源の安定化のための方策を提言する予定であり、その提言を受けて今後の対策を検討する。【６次産業の推進】１次事業者への利益還元が
進むようなビジネス展開となる６次産業を育成していくよう、事業採択後もフォローアップしていく。【共通】「美味しまね認証」による生産工程管理
を一層推進するとともに、拡充・強化を検討する。

ha

その理由

施策Ⅰ－２－１　売れる農林水産品・加工品づくり

農林水産物の生産や加工、流通について、消費者ニーズを踏まえつつ、高品質化と安定生産に向けた支援を行うとともに、消費者が安心して農林水産物を購入で
きるよう、生産段階での安全管理を推進することで、島根の特色を活かした売れる農林水産品・加工品づくりを促進します。

数値目標

成果参考指標の実績
等の補足説明（任意
記載）

「主食用米の契約的取引率」の実績がH31目標値を超えたため、「目標値」とは別に「取組目標値」を設定することについて追記予定

評価時点で施策目的
に対する現状
（客観的事実・データなどに
基づいた施策の現状や取組状
況）

数値目標

定性目標

平成28年度～平成31年度

該当なし

事務事業所管部局長
（幹事部局）

農林水産部長　松浦芳彦 ０８５２－２２－５１０５

平成２８年３月に「新たな農林水産業・農山漁村活性化計画」第3期戦略プラン（Ｈ２８～３１）を策定し、地域の関係者などが一体となって施策や取
り組みを展開している。「売れる農林水産品・加工品」づくりに関しても、農業・林業・水産業の各分野において、付加価値向上、生産拡大、コスト削
減などを進めていくための商品開発や技術開発及び美味しまね認証による安全・安心な農林水産物の生産拡大に取り組むとともに、これらの普及・定着
を進めている。また、ほ場や農林道、漁港などの基盤整備にも取り組んでいる。

施策評価シート 評価実施年度： 平成２９年度

主食用米の契約的取引率
％ 有機農業・特別栽培農産

物の栽培面積

目的



②総合発展計画に定める成果参考指標の目標（実績）

項番 年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位

目標値 64,200.0 65,400.0 66,600.0 67,800.0 69,000.0

取組目標値

実績値 64,994.0 67,102.0

達成率 101.3 102.7 － － ％

目標値 38.0 39.5 41.0 42.5 44.0

取組目標値

実績値 38.0 39.5

達成率 100.0 100.0 － － ％

目標値 47.5 52.0 56.0 60.0 64.0

取組目標値

実績値 47.5 52.7

達成率 100.0 101.4 － － ％

目標値 100.0 120.0 138.0 154.0 170.0

取組目標値

実績値 106.0 97.7

達成率 106.0 81.5 － － ％

目標値 85.0 100.0 100.0 100.0 100.0

取組目標値

実績値 85.0 100.0

達成率 100.0 100.0 － － ％

目標値 222.6 226.4 230.2 234.0

取組目標値

実績値 217.0 220.1

達成率 － 98.9 － － ％

目標値 (16.0) 35.0 70.0 105.0 139.0

取組目標値

実績値 (16.0) 27.0

達成率 100.0 77.2 － － ％

目標値 (16.0) 21.0 42.0 63.0 84.0

取組目標値

実績値 (13.0) 53.0

達成率 81.3 252.4 － － ％

8 苗木年間生産量
万本

施策評価シート別紙１（５以上の成果参考指標がある場合のみ記載）

施策の名称 施策Ⅰ－２－１　売れる農林水産品・加工品づくり

指標名等

5 生乳年間生産量（暦年）

ｔ

6 県産原木自給率（暦年）
％

7 原木年間生産量（暦年）
万㎥

12
多様な事業者が連携した6次産業
化の取組みによる新規雇用者数（4
年間の累計）

人

11
多様な事業者が連携した6次産業
化に取り組む事業体数（4年間の累
計）

事業体

10 漁業年間生産額（暦年）
億円

9
木質バイオマス発電に関連する雇用
者数

人



（単位：千円）

1 988 4,022
農林水産総
務課

2 106,632 71,163
農林水産総
務課

3 150,840 162,678 農業経営課

4 56,914 59,401 農業経営課

5 10,051 9,394 農産園芸課

6 11,247 10,162 農産園芸課

7 2,697 2,014 農産園芸課

8 93,820 2,263,000 農産園芸課

9 182,044 224,500 農産園芸課

10 3,249 4,738 農産園芸課

11 11,277 8,670 農産園芸課

12 18,383 350,000 農産園芸課

13 33,712 47,162 農産園芸課

14 534 864 農産園芸課

15 11,311 10,960 農産園芸課

16 2,936 3,255 農産園芸課

17 5,801 5,878 農産園芸課

18 112,586 133,816 農産園芸課

19 12,645 52,631 農産園芸課

20 8,001 13,000 農産園芸課

21 98,673 100,332 畜産課

22 44,206 45,633 畜産課

23 163,133 177,912 畜産課

24 641 2,055 畜産課

25 8,005 9,427 畜産課

26 43,382 46,321 畜産課

27 10,746 14,040 畜産課

28 217 109 畜産課

29 14,400 15,810 畜産課

30 625 200,000 畜産課

31 32,567 44,858 畜産課

32 1,986 1,918 畜産課

33 2,400 2,400 畜産課

34 57,659 320,000 畜産課

35 51,475 32,500 農村整備課

36 1,112,762 947,574 農地整備課

37 2,109,559 2,502,572 農地整備課

38 1,734,299 299,910 農地整備課

39 104,855 64,608 農地整備課

40 87,285 87,310 林業課

国営造成施設管理事業

施策Ⅰ－２－１　売れる農林水産品・加工品づくり

所管課名

施策の名称

前年度
事業費

目的（意図）事務事業名
今年度
事業費

用排水施設等整備事業

一般農道整備事業 農産物輸送の効率化及び農業集落の生活環境の改善を図る

農林水産関係振興プラン等の
進行管理事務

農林水産試験研究推進事業

農業技術センター試験研究費

農業改良普及事業

島根の活力ある水田農業推進
事業

米の計画的生産推進事業

地域農業経営確率支援事業

農業競争力強化対策事業

農林水産業の振興、農山漁村の活性化に向けた効果的な施策の展開及び進行管理の徹底
により持続的に発展する島根の農林水産業・農山漁村の実現を目指す。

新品種の開発や新技術の開発により、生産者の農業生産性向上を支援する

・地球温暖化に対応した優良品種への転換による高品質・良食味米生産
・米の生産調整に対応した麦・大豆・そば等の生産拡大・安定供給

新農林水産振興がんばる地域
応援総合事業

園芸県推進事業

 野菜価格安定対策事業

農業復旧対策事業

みんなでつなげる「しまね有機
の郷」事業

「しまねの農産物」安全・安心シ
ステム推進事業

安全で美味しい島根の県産品
認証事業

土壌環境対策事業

農業環境対策事業

酪農家の経営安定

畜産農家を始めとする関係者が連携して、地域一体となって取り組む生産コストの削減や規模
拡大等に必要な施設整備等を支援することにより地域における畜産・酪農の収益力・生産基
盤の強化を図る

国営事業完了地区等対策推
進事業

中海干拓地及び国営開発地の入植や農地の利活用を促進し、農家の経営安定を図る。

経営所得安定対策直接支払
推進事業

園芸産地再生担い手育成事業

島根の「売れる米づくり」推進事
業

畜産公共事業

農畜産物の放射性物質検査等
事業

畜産技術センター研究費

中小家畜対策事業

新規就農者の確保・育成、既存生産者の規模拡大による園芸産地の再生

水路やポンプ等の農業用用排水施設について機能の維持増進を図ることで、かんがい用水の
安定的供給と排水不良の解消による良好な営農条件を確保し、収益性の高い売れる農作物
の栽培を可能とする。

家畜衛生対策事業

家畜伝染病予防事業

BSE検査体制確立事業

飼料安全対策事業

島根県獣医師確保緊急対策
事業

 家畜疾病危機管理対策事業

しまね和牛生産振興事業

乳用牛生産振興事業

産業動物臨床獣医師確保支
援事業

畜産競争力強化対策事業

農業農村整備事業管理

島根米の食味・品質のレベルアップを図り契約的取引を推進

森林整備地域活動交付金事
業

農業水利施設の適切な管理・保全により、安定的な農業生産と施設の多面的機能の維持を
図る

林業事業体等に森林施業を集約化させ、計画的かつ一体的な森林施業を推進する

福島原発事故の放射性物質汚染による風評被害防止のため、放射性物質検査を実施し、県
産農畜産物の安全性の確保及びＰＲを図る。

家畜伝染病が発生した場合には、即時に防疫態勢を整え、緊急に清浄性確認とまん延防止
対策を図る必要があるため、こうした不測の事態に備えて常に危機管理対応を可能とする対
策費を予算措置する。また、発生時に県が主体となり、緊急の防疫措置を実施することを明確
にすることにより、生産者からの早期通報を促す。

米の計画的生産の円滑な実施。

戦略的で多彩な取り組みを支援し、農林水産業・農山漁村の持続的な発展を図る

消費者ニーズや、農林漁業者等の課題に直結した農林水産試験研究を推進し、持続的に発
展する島根県の農林水産業・農山漁村の実現を目指す。

担い手育成や産地づくり、地域づくりを推進することを通じて、本県農産物の高品質化と安定生
産など農業生産力の向上を図る

早期に施設等を復旧することにより農業生産活動への影響を最小限にとどめ、農業生産の安
定を図る。

野菜の価格変動の影響を緩和することで生産者の経営安定を図り、安定的な野菜生産を図る
とともに、野菜産地の育成・強化につなげる

有機農業の推進を図る総合的な支援を実施し、栽培面積の拡大、担い手の育成、有利販売
のための販路の充実を図る。

高い安全性と品質を兼ね備えた産品を生産する生産工程管理の仕組みを認証する「美味しま
ね認証制度」を推進することを通じて、県内産農林水産物の安全性と消費者の信頼を確保
し、産地（生産者）のレベルアップと市場競争力の向上を図る。

効率的かつ安定的な農業経営の育成を支援する。

産地の特色を生かした農業振興に必要な施設整備等を国庫補助事業を活用して支援するこ
とにより、産地の収益力を高め、農業競争力を強化する。

安定した所得確保に繋がる契約的取引の拡大を目指し、新たな販売流通体制の整備を進め
る。

農業生産工程管理（ＧＡＰ）の推進により、農林水産物の生産段階における安全性の確保を図
るため、ＧＡＰ指導員の育成を図るとともに、生産者・産地に対する効率的な指導を実施し、Ｇ
ＡＰガイドラインに則したＧＡＰ（美味しまね認証）の実践農家数を拡大する。

家畜伝染病の発生を予防するとともに、発生した場合にはまん延を防止することにより、安全な
畜産物の供給と畜産の振興を図る。

活動事務費を有効に活用して制度推進を図る。

病害虫の発生を的確に把握することで、病害虫発生の予防・拡大防止に努める。
農薬の適正販売・使用の確保を推進することにより、農業生産の安定、県民の健康保護及び
生活環境の保全を図る。

H26年度まで指定地域であったが、現在は指定解除されている地域の土壌汚染の状況を把
握するとともに、カドミウム等特定有害物質による農作物汚染を防止し、安全な農産物生産を
確保する。

飼料基盤の整備や家畜保護施設の設置等により地域畜産の担い手育成や畜産主産地として
の体制づくりを行い、畜産の持続的発展と地域の活性化を図る。

中小家畜生産者の経営安定

畜産に係る研究や開発により得られた新技術を畜産農家に提供することにより、飼養管理技
術の向上と所得向上を図る。

安全な家畜飼料の製造･販売・使用が適正に行われるようにする。

施策評価シート別紙２（事務事業一覧）

家畜衛生を推進することにより、家畜伝染性疾病の発生予防対策と畜産物の安全性確保を
図り、畜産経営の安定化と生産性向上に資する。

48ヵ月齢以上の死亡牛についてＢＳＥの検査を行い、安全安心な畜産物の供給を図る。

修学資金を貸与することにより、獣医師を必要とする県の職場の獣医師を確保し、県の畜産振
興の推進、家畜衛生行政及び公衆衛生行政の充実を図る

産肉能力の高い種雄牛の造成や育種価、受精卵移植等を活用した繁殖雌牛群を整備する。
また、畜産経営の規模拡大や子牛価格の安定について支援を行うとともに、しまね和牛の肉
質向上やＰＲを行う。

畜産団体が実施する修学資金貸与事業への助成を行うことにより、産業動物分野の新規臨
床獣医師の確保を促進し、本県の獣医療体制の維持を図る。

大区画化による生産コストの削減や収益性の高い売れる農作物の栽培を可能とする農業基盤
の確保等のため、農業農村整備事業を計画的・効率的に進める。



（単位：千円）

41 1,069,944 1,017,651 林業課

42 85,699 190,723 林業課

43 14,294 14,670 林業課

44 48,779 56,929 林業課

45 29,627 43,123 林業課

46 10,884 11,735 林業課

47 949 4,437 林業課

48 65,000 65,000 林業課

49 1,622,978 830,473 林業課

50 73,892 92,475 林業課

51 129,047 54,000 林業課

52 13,441 20,312 森林整備課

53 1,556,106 2,651,265 森林整備課

54 23,385 23,442 森林整備課

55 1,756,885 2,396,813 森林整備課

56 10,766 10,868 水産課

57 2,434 2,821 水産課

58 115,824 100,909 水産課

59 2,161 2,500 水産課

60 2,019 2,542 水産課

61 39,932 88,581 水産課

62 23,582 22,972 水産課

63 2 426 水産課

64 75,000 15,000 水産課

65 1,725,808 3,177,842
漁港漁場整
備課

66 63,517 65,154
漁港漁場整
備課

67 325,116 390,690
漁港漁場整
備課

68 381,558 391,028 港湾空港課

69 10,131 16,000 農産園芸課

70 98,224 13,165 農産園芸課

71 3,047,384 3,351,582 農村整備課

72 33,217 237,650 水産課

73 3,846 4,797 水産課

74 19,090 20,577 水産課

75 80,362 90,000
しまねブランド
推進課

76 7,958 11,782 農村整備課

77 32,000 農産園芸課

78 21,000 森林整備課

79 70,000 水産課

80 2,699
漁港漁場整
備課

浜田地区水産振興事業

浜の機能再編や市場・水産関連施設の集約化を図るための共同利用施設の整備に対して、
国庫事業を活用して補助することにより水産業の競争力強化及び生産拠点の連携を図る。

再生交付金等を活用し、耕作放棄地を優良農地に再生することにより、再生利用者が当該農
地を活用できる。

漁業の収益性を大幅に改善することで構造改革を進め持続可能な漁業への転換を図る。

安定的な漁業生産によって経営を安定させる。

企業等からの寄附金を活用して、農林大学校の実習用高性能林業機械の整備など、さらなる
林業振興に向けた対策を講じる。

水産業競争力強化漁船導入
促進事業

園芸産地を支える経営体育成
事業

水産物衛生・安全対策事業

水産技術センター基礎的試験
研究費

しまねの林業支援寄附金活用
事業

園芸産地の再生・発展を図るため、地域の中心的な担い手が法人経営体へ着実にステップ
アップできるよう、経営体の法人化、園芸施設の集積などの取り組みを支援する。

港湾整備事業（漁業）

産地間競争を勝ち抜く島根米
の販売力強化対策事業
しまねの西条柿（あんぽ柿）もう
ける産地育成事業

ほ場整備事業

漁業経営構造改善推進事業

島根型６次産業推進事業

しまねの農地再生・利活用促進
事業（耕作放棄地再生利用緊

普及指導体制強化事業

栽培漁業センター管理運営委
託事業
しまねの魚消費拡大プロジェクト
事業

漁場利用調整事業

漁業秩序維持管理事務

漁獲管理事業

国際漁業対策事業

浜田地域水産業構造改革推
進事業

漁港整備事業

漁港管理

漁場整備事業 持続的な漁業生産を可能にするとともに、県民に良質な水産物を安定供給する。

・「米政策の見直し」による平成３０年産からの需要に応じた米生産への移行を鑑み、「売れる
米づくり」の一層の推進が必要

担い手農家等の経営農用地面積を拡大させるため、農地利用集積を促進するとともに、生産
コストの削減や収益性の高い農業経営を実現する。

漁業活動が安全で効率的に行えるようにする。

生柿（青果）にあんぽ柿を加えた儲かる西条柿栽培を推進し、産地の再生を図る。

食品として安全性の高い水産物を生産・供給する。

島根県の豊富な地域資源を活用し、１次産業から３次産業の多様な事業者が連携して取り組
む６次産業を支援し、市町村を中心とした、広がりのある６次産業の展開等を促進することで、
事業者の所得向上や地域の雇用拡大を図る。

林業・木材産業成長基盤づくり
事業（加速化基金を含む）
循環型林業に向けた原木生産
促進事業
木質バイオマス県内全域出荷
体制支援事業

森林計画樹立事業

造林事業

林業種苗供給事業

林道事業

栽培漁業事業化総合推進事
業

適正に管理して安全を確保するとともに、漁港施設の適正な利用と漁港海岸の機能の維持を
図る。

林業公社を支援し、経営の安定化を図るとともに、適切な森林管理により森林の持つ多面的
機能の発揮と良質な木材の生産が可能な森林資源の充実を図る。

地域材を活用した木質バイオマス発電の事業化にあたり、効率的に未利用木材を集荷・乾燥
し、長期・安定的に燃料チップを供給できるシステムを構築する。

森林所有者に木材生産、水源涵養、県土の保全など森林の持つ多面的機能を発揮させる森
林の整備を促す。

森林管理・森林整備の推進、林産物搬出・流通を図るための基盤施設、及び地域住民の生
活道、災害時の迂回路として林道を整備する

漁業経営の安定。

アジ、サバ等の多獲性魚類や未利用魚を有効活用した特産加工品の開発、消費拡大の取組
を通して、魚価の向上としまねの魚の消費拡大を図る。

漁業の許可指導や漁業権の免許指導を通じて水産資源の保護と漁業生産の安定を図ると共
に漁業取締活動を通じて漁業操業秩序を維持する。

海区漁業調整委員会の開催等を通じて円滑な漁場利用調整と適正な資源管理を図る。

中山間地域の活性化及び森林の公益的機能の発揮に結びつけるため、中山間地域における
農業、畜産業及び森林・林業に関する試験研究を実施し、得られた成果（新技術等）が着実
かつ効果的に現場に移転・定着・活用されるよう、農林業者、農林関係事業体等に対する情
報提供並びに関係機関と連携した効率的な技術指導を行う。

林業公社支援事業

施策の名称 施策Ⅰ－２－１　売れる農林水産品・加工品づくり

今年度
事業費

山の幸づくり振興対策事業

事務事業名 目的（意図） 所管課名

質の高い特用林産物の安定供給と生産者の所得向上

施策評価シート別紙２（事務事業一覧）

林業・木材産業制度資金融資
事業

前年度
事業費

林業普及指導事業

中山間地域の農林試験研究推
進事業

林業技術の向上、林業経営の合理化、適正な森林整備の推進により森林の多面的機能を発
揮させる。

県有林整備事業

県行造林事業

農林水産振興がんばる地域応
援総合事業

種苗生産業務の民間委託を実施することで、種苗生産の効率化と安定化を実現し、栽培漁業
の振興による水産資源の増加と漁業経営の安定化に貢献する。

制度資金の融資により、林業者、林業・木材産業の事業体の経営安定や健全化を図る。

優良な種苗を安定的に供給し、造林者の需要に応える。

森林資源の育成と、公益的機能の高度発揮を両立した森林の管理・経営を実践することによ
り持続的な森林経営の普及、啓発を図る。

本県漁業者が操業する日本海における安全操業の確保と資源管理体制を確立し、漁業経営
の安定化を図る。

法律で定める特定魚種を対象に漁獲の管理を行なうことにより漁業経営の安定を図る。

漁業活動が安全で効率的に行えるようにする。

島根県総合戦略に基づき、循環型林業を推進していくため、原木増産、木材製品の品質向
上・出荷拡大、低コスト再造林推進の３プロジェクトを推進することにより、総合戦略の重要指標
（ＫＰＩ）達成に向けて、林業・木材産業関係者の生産活動を活性化する。

成熟して利用期を迎えたスギ・ヒノキ・マツを主伐することにより増産する。

県内の森林情報を整備し、森林計画制度に基づき各種森林・林業施策の展開を促す。

森林資源の造成及び木材生産を目的に育成されてきた分収林の適切な管理、契約満了処
理を行う。

間伐及び路網整備、伐採から搬出・利用の一貫した取組による間伐材のフル活用、地域木
材・木質バイオマスの利用を一体的に促進する

水産卸売業者や水産加工業者に魚を供給し、水産業を下支えしている沖合底びき網漁業が
抱える共通課題の解決。

マダイ・ヒラメの資源を増加させることにより漁業生産を増大させる。

県民への安全・安心な水産物を供給する。



（単位：千円）

81 4,402 4,402 水産課

82

83

84

85

86

87

88

89

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

100

101

102

103

104

105

106

107

108

109

110

111

112

113

114

115

116

117

118

119

120

目的（意図）
前年度
事業費

漁業無線管理運営事業 漁業無線の有効な利用を促進し、漁船等の安全確保の向上を図る。

所管課名事務事業名

施策評価シート別紙２（事務事業一覧）

施策の名称 施策Ⅰ－２－１　売れる農林水産品・加工品づくり

今年度
事業費


